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議事次第 

 

議事１．福島県川内村における避難指示区域の解除等について（案） 

 

議題２.「『原子力災害からの福島復興の加速に向けて』の進捗」について 
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（内閣総理大臣入室） 

 

○菅内閣官房長官 ただ今から、第３５回原子力災害対策本部、第４回原子

力防災会議の合同会議を開催いたします。 

 本日は、四つの議題がございます。 

 一つ目は、福島県川内村における避難指示区域の解除等についてでありま

す。二つ目は、「『原子力災害からの福島復興の加速に向けて』の進捗」に

ついて、三つ目は、鹿児島県川内地域の緊急時対応の確認結果について、四

つ目は、平成26年度原子力総合防災訓練の実施についてでございます。 

 まず、原子力災害対策本部として、議題１「川内村における避難指示区域

の解除等」について審議いたします。議題２として「『原子力災害からの福

島復興の加速に向けて』の進捗」についてもあわせて、小渕経済産業大臣か

ら説明をお願いします。 

 

（議題１・２） 

 

○小渕経済産業大臣 それでは、議題１・２について、あわせて御説明をさ

せていただきます。 

 まずは、議事１の川内村の避難指示区域の解除について御説明をさせてい

ただきます。資料１の３枚目、参考１の地図を御覧いただきたいと思います。 

 地図の左下に四角囲いで、現状の川内村の避難指示区域を記載しておりま

す。このうち、川内村の東部に設定されています緑色の部分、避難指示解除

準備区域の解除及び、オレンジ色の部分、居住制限区域の避難指示解除準備

区域への見直しの２点を本年１０月１日に行うことについて、御審議いただ

きたいと存じます。 

 川内村の全人口１１４２世帯・２７３９名のうち、避難指示解除準備区域

は１３９世帯・２７５名、居住制限区域は１８世帯・５４名となっておりま

す。 

 両区域ともに、今年3月に除染を終え、インフラや生活関連サービスが復

旧するなど避難指示解除の要件を満たすこととなったため、４月から、避難
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指示解除準備区域では、帰還準備のための宿泊を実施しているところであり

ます。 

 こうした中、住民の方々と、村長も交えて対話集会を重ね、８月１７日の

住民説明会にて、１０月１日の避難指示解除準備区域の解除及び居住制限区

域の見直しについて、地元の御理解をいただいたところであります。 

 以上を踏まえ、資料１の１枚目について、原子力災害対策本部として決定

することとしたいと思います。 

 続きまして、議事２について御説明させていただきます。資料２の１ペー

ジ目を御覧いただきたいと思います。 

 昨年１２月に福島復興の新たな指針を閣議決定し、復興に向けて全力で取

り組んでいるところであります。これまで、田村市の避難指示解除が実現す

るとともに、追加賠償の支払いの開始などが進捗しております。今後の取組

みとして、楢葉町など、その他の市町村についても、避難指示の解除、復興

の本格化に向けて、取組みを進めてまいります。 

 また、新たな生活の開始に向けた取組みとして、「福島１２市町村の将来

像」の検討や、「福島・イノベーションコースト構想」の実現に加えて、町

内外の復興拠点の整備や、賠償の円滑な支払い、中間貯蔵施設の整備につい

ても、関係省庁と連携して、しっかりと実施してまいります。 

 福島再生の要となる、東京電力福島第一原発の廃炉・汚染水対策を着実に

行いながら、早期帰還支援と新生活支援の両面で福島の再生をさらに加速し

てまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○菅内閣官房長官 ただいまの説明について、御発言がございましたら、お

願いいたします。 

○望月環境大臣 環境省では、放射性物質汚染対処特別措置法に基づき、福

島県をはじめとする被災地における除染等の措置を実施しております。最近

では、国直轄の除染のうち、夏までに予定しておりました葛尾村及び川俣町

における宅地除染の作業が終了し、帰還困難区域内の国道6号についても除

染が終了するなど、着実な進捗を示しているところでございます。 

 また、福島の除染・復興を進める上で必要不可欠な中間貯蔵施設について、



7 

９月１日に佐藤福島県知事より建設受入れを容認する旨、大熊・双葉の両町

長より知事の判断を重く受け止め、地権者への説明を了承する旨の判断をい

ただいたところでございます。 

 今後、臨時国会にも中間貯蔵施設の整備に向けた所要の法案を提出すると

ともに、地権者の皆様に丁寧に説明し御理解を得ながら、中間貯蔵施設の整

備に向け全力を尽くしてまいります。 

○菅内閣官房長官 それでは、「川内村における避難指示区域の解除等」に

ついて、御異議ございませんでしょうか。 

 

（異議なし） 

 

○菅内閣官房長官 ありがとうございます。 

 では、原案のとおり、原子力災害対策本部の決定といたします。 

 次に、原子力防災会議として、議題３「鹿児島県川内地域の緊急時対応の

確認結果」について、望月原子力防災担当大臣、お願いします。 

 

（議題３） 

 

○望月原子力防災担当大臣 地域の防災計画・避難計画については、昨年９

月の原子力防災会議における方針決定以降、各地にワーキングチームを設置

し、関係府省庁が自治体と一体となって取り組んでまいりましたが、鹿児島

県川内地域については、今月５日に、ワーキングチームを開催し、同地域の

緊急時対応について確認を行いましたので、内容について御報告いたします。

詳細については、原子力災害対策担当室長から説明いたします。 

○平井原子力災害対策担当室長 それでは、鹿児島県川内地域の緊急時の対

応につきまして、資料３－１と３－２を使って御説明いたします。 

 初めに、鹿児島県川内地域の概要でございますが、原子力災害重点地域、

すなわち川内原発から概ね半径３０km圏内の人口は、約２１万５，０００人

となっております。そのうち、発電所から概ね５キロ圏のＰＡＺと呼ばれる

範囲には、薩摩川内市の約４，９００人が居住、また、５～３０キロ圏のＵ
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ＰＺと呼ばれる範囲には、薩摩川内市を含む９市町の約２１万人の方が住ん

でいらっしゃいます。原子力規制委員会が定める原子力災害対策指針では、

発電所からの距離に応じて重点を置いた対策を講じるとしており、５キロ圏

内のＰＡＺと、５～３０キロ圏内のＵＰＺでは別の対応をとることとしてお

ります。 

 それぞれ、どのような緊急時対応を準備しているか、御説明いたします。

２ページ目をお開きください。 

 まず、発電所から５キロ圏内のＰＡＺですが、この区域は、原子力災害対

策指針が定める基準に基づき、放射性物質が放出される前の早い段階から避

難を開始することとしております。一方、無理に避難をすることでかえって

健康リスクが高まるような方につきましては、屋内退避をしていただくとい

うことにしておりまして、これは福島の事故の大きな教訓でございます。 

 原子力災害対策指針では、発電所の状況の深刻さに応じて、緊急事態を二

つに分けております。 

 まず、全交流電源喪失といった事態になった場合、これを「施設敷地緊急

事態」と呼んでおり、約１，２００名の避難や屋内退避を開始することとな

ります。「避難行動要支援者」として、例えば病院や社会福祉施設に入って

いる方、あるいは在宅の傷病者や高齢者、学校や保育所の園児・児童・生徒、

それぞれにつきましては、早い段階から避難を開始していただくということ

にしております。ここに書いておりますとおり、対象人数は全て把握されて

おりまして、それぞれがそれぞれの１対１の関係で鹿児島市等の施設にバス

等で避難するということにしております。 

 先ほど申しましたように、無理に避難するとかえって健康のリスクが高ま

る方につきましては、放射線防護対策を施した屋内避難施設に避難していた

だくということにしております。 

 一方、さらに事態が深刻化し、原子炉が冷却できないといった事態になっ

た場合、これを「全面緊急事態」と定義しておりますが、残りの５キロ圏内

の一般住民の方、約３，７００名でございますが、この方に避難指示を出し

て避難していただくという計画でございます。 

 基本的には自家用車で避難していただくということにしておりますが、自
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家用車を持っていらっしゃらない方など、自家用車による避難ができない方

が約８００名、この地域にいらっしゃいますが、それぞれ移動の際、最大３

３台のバスを確保して移動していただくということにしております。 

 続きまして、３ページ目をお願いいたします。 

 発電所から５～３０キロ圏内のＵＰＺの緊急時の避難の対応でございます

が、５キロ圏内の一般住民の方に避難指示が出される「全面緊急事態」のタ

イミングで、屋内退避の指示が出されます。この区域の住民の方はまず屋内

に避難していただき、放射性プルーム等による被ばくリスクを低減するとい

うのが、原子力災害対策指針に示された原則でございます。 

 同時に、この地域で緊急時のモニタリングを実施し、空間放射線量率の実

測結果に基づき、基準となる値を超えた地域については一時移転などの防護

措置を実施していくということにしております。すなわち、この５～３０キ

ロ圏内の全住民が一斉に同心円で一時移転を行うということではございませ

ん。 

 モニタリングの結果により、毎時２０マイクロシーベルトを超える地域を

特定し、その地域の住民の方に１週間程度以内であらかじめ定められた避難

所に一時移転していただくという考えでございます。この考え方はＩＡＥＡ

の基準に基づくものでございますが、ＩＡＥＡでは一時移転実施の判断基準

を毎時１００マイクロシーベルトとしており、我が国はこれより低い値で一

時移転を開始することとしております。 

 このＵＰＺにつきましても、避難計画により避難先、避難経路等があらか

じめ定められております。これも基本的には自家用車で移動していただくこ

とになりますが、自家用車を利用できない方の移転に際しては、鹿児島県が

県内のバス会社からバスを調達、あるいは隣接県からバスを調達、または国

として関係事業者に要請し、必要な輸送力の確保を図ることとしております。 

 最後に、国の実動組織による緊急時支援体制を御説明いたします。資料３

－２の７９ページを御覧ください。 

 川内地域周辺の自衛隊、警察、消防、海上保安庁の実動組織の状況は、こ

の資料のとおりとなっております。 

 資料の８２ページ、８３ページをお願いいたします。 
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 複合災害によって避難道路が通行不能になったり、避難できなくなった場

合には、川内地域周辺の実動部隊が道路啓開、搬送するといった各種の避難

措置を行うこととしております。８３ページの写真は、昨年の原子力総合防

災訓練時の実動組織の対応でございます。 

 以上の鹿児島県川内地域の緊急時の対応につきましては、去る９月５日、

鹿児島県や関係市町も出席したワーキングチームの会合において、原子力規

制委員会が策定した原子力災害対策指針の考え及び防災基本計画にのっとり、

発電所からの距離に応じた対応策が合理的かつ具体的なものとして定められ

ていることを確認いたしました。 

 以上でございます。 

○菅内閣官房長官 ただいまの説明について、何か御発言はあるでしょうか。

よろしいですか。 

 それでは、望月原子力防災担当大臣より御発言をお願いします。 

○望月原子力防災担当大臣 今回の緊急時対応の取りまとめに当たりまして、

関係省庁にはさまざまな御協力をいただきました。御礼を申し上げたいと思

います。 

 今後、鹿児島県川内地域以外の地域についても同様の取組みを進めてまい

りますので、引き続き、よろしくお願いいたします。 

 特に、自衛隊を初めとする実動組織の活動には、自治体から強い期待が寄

せられておりますので、防衛省、警察庁、国土交通省・海上保安庁、消防庁

には、万が一の場合の対応について、よろしくお願いいたします。 

○菅内閣官房長官 それでは、原子力防災会議としては、ただいまの報告を

了としたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 

（異議なし） 

 

○菅内閣官房長官 ありがとうございます。 

 次に、最後の議題であります「平成２６年度原子力総合防災訓練の実施」

について、説明をお願いします。 

 小里原子力防災担当副大臣、お願いします。 
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（議題４） 

 

○小里原子力防災担当副大臣 議題４につきまして、資料４に基づいて説明

申し上げます。 

 原子力総合防災訓練は、原子力災害対策特別措置法に基づきまして、国、

自治体、電力事業者、地域住民が合同で実施する、原子力緊急事態を想定し

た訓練であります。 

 本年度は、１１月上旬に、北陸電力株式会社志賀原子力発電所を対象とし

て、２日間の訓練を実施する予定であります。 

 訓練内容ですが、１日目に、住民の方や社会福祉施設などの避難訓練、原

子力災害対策本部の設置・開催訓練、安定ヨウ素剤の配布・服用訓練などを

予定しております。 

 また、２日目に、原子力発電所から５キロ以遠の地域の住民の一時移転実

施に関する訓練を予定しております。 

 私からの説明は以上であります。 

○菅内閣官房長官 ただいまの説明について、何か御発言はあるでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 

（なし） 

 

○菅内閣官房長官 以上で予定の議題は全て終了いたします。 

 最後に安倍総理から御発言をお願いします。ここで報道関係者が入ります

ので、しばらくお待ちください。 

 

（報道関係者入室） 

（締めくくり挨拶） 

 

○菅内閣官房長官 それでは、安倍総理、御発言をお願いします。 

○安倍内閣総理大臣 川内村の避難指示解除を決定いたしました。これによ
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り、いよいよ１０月から、住民の帰還が始まります。しかしながら、避難指

示解除はゴールではなく復興に向けた出発点です。解除後も一層強力に支援

してまいります。楢葉町をはじめ、他の市町村でも避難指示解除を進められ

るよう、関係大臣はよく連携し、対策を強化していただきたいと思います。 

 あわせて、被災地域の希望と自立のため、「イノベーションコースト構

想」の具体化や、地域の将来像の策定を政府一体となって進めてまいります。 

 川内地域の避難計画を含めた緊急時対応について、「具体的かつ合理的な

ものとなっていること」を、県と関係市町、関係省庁が参加したワーキング

チームで確認し、これを了承しました。現地の皆様の理解を得られるよう、

関係省庁、関係機関は、丁寧な説明に努めるとともに、今後も実効性の向上、

一層の改善、充実に取り組んでいただきたいと思います。 

 その他の地域についても同様の取組みを進めるべく、政府をあげて自治体

を全面的に支援してまいります。あわせて、早急に政府の原子力防災体制を

充実・強化していかなければなりません。望月大臣はしっかりと進めていた

だきたいと思います。 

 震災の教訓を忘れず、かつ、未来を見据えながら、全力で取り組んでいた

だくよう、よろしくお願いいたします。 

○菅内閣官房長官 報道関係者はここで御退室願います。 

 

（報道関係者退室） 

 

○菅内閣官房長官 これをもちまして、第３５回原子力災害対策本部、第４

回原子力防災会議の合同会議を終了いたします。 

以上 


